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【 クリスマスツリー 】-Christmas tree-

もともと古代ヨーロッパの異教徒の樹木信仰の名残と言われています。ケルトでは樫、イタリアでは松、北欧で
はトネリコなどさまざまな木が信仰の対象でしたが、キリスト教の布教の過程でこれを吸収、新しいシンボルと
してモミの木を定めたと言われています。ほかにも諸説ありますが、冬でも枯れない生命の象徴として、常緑の
モミの木が選ばれたようです。いまでは豆電球ですが、当初はあかりとしてロウソクが飾られ、これが原因の火
事が多発したとの記録もあります。

株主名簿管理人の「取次所」について
●株券電子化後、株主様が行う各種お手続きは、原則として口座を開設されている証券

会社経由で行っていただきますので、株主名簿管理人の「取次所」につきましては、

株券電子化の実施時をもって削除いたします。

●なお、未受領の配当金のお支払につきましては、引き続き株主名簿管理人である三菱

ＵＦＪ信託銀行株式会社の本支店でお支払いたします。

●また、野村證券株式会社は、株券電子化の実施後、当社株式につき、株主名簿管理人

及び特別口座管理機関としての取次業務をいたしませんのでご留意ください。

その他株券電子化に関して
詳細につきましては、証券決済制度改革推進センターのホームページに掲載されたＱ＆Ａ

(http://www.kessaicenter.com/kaikaku/kabuken10aa.pdf)や、「株券電子化」

何でも相談窓口「株券電子化コールセンター*」Tel 0120-77-0915（通話料無料。

月～土／9：00～17：00）へお問い合わせください。

*株券電子化コールセンターは、（株）証券保管振替機構、日本証券業協会、（株）東京証券取引所が共同
で運営する株券電子化についての相談窓口です。

平成21年より施行の
株券電子化実施に伴うお知らせ

1. 特別口座について
（１）特別口座への口座残高の記帳

株券の保管振替制度をご利用でない株主様につきましては、ご所有の株式

は三菱ＵＦＪ信託銀行に開設される特別口座に記録されます（平成21年1月

26日に記録される予定です）。なお、特別口座に記録された株式数等のご

案内は、平成21年2月上旬ごろにお届けのご住所宛にお送りする予定です。

（２）特別口座に記録された株式に関するお手続き

特別口座に記録された株式に関するお手続き（株主様の口座への振替請

求・単元未満株式買取及び買増請求・お届出住所の変更・配当金の振込

指定等）につきましては、株券電子化実施後、下記口座管理機関（三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行）の連絡先にお問い合わせください。なお、特別口座に記録

された株主様のお手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行の全国本支

店でお取次ぎいたします。

（３）特別口座の口座管理機関及び連絡先

特別口座の口座管理機関は、当社株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ信託

銀行となります。

（４）特別口座の口座管理機関でのお手続きの受付開始時期

特別口座に記録された株式についての、各種ご請求やお届出につきましては、

平成21年1月26日（月）以降に可能となりますのでご留意ください。

2. 株主様のご住所及びお名前のご登録について
株主様のご住所及びお名前の文字に、振替機関（（株）証券保管振替機構）で指

定されていない漢字等が含まれている場合には、その全部または一部を振替

機関が指定した文字に変換のうえ、株主名簿にご登録いたします。この場合、

株主様にお送りする通知物の宛先・宛名は、振替機関が指定した文字となり

ますので、ご了承ください。

3. 単元未満株式に関するご請求
株券電子化実施の前後において、一定期間お取引の証券会社でお取次を行わ

ないと承っております。具体的な日程につきましては、証券会社により異なる

ことが考えられますので、お取引の証券会社にお問い合わせください。

口座管理機関

連絡先

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

〒137-8081東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-232-711（フリーダイヤル）
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株主のみなさまへ

半導体市場の低迷が続く中、当第2四半期の売上高につい
てはほぼ横ばい、利益面では損失を計上することとなり
ました。
株主のみなさまにおかれましては、ますますご清祥のこととお慶び申し上げ
ます。平素は格別のお引き立てをいただきまして、厚く御礼申し上げます。
2009年3月期第2四半期が終了いたしましたので、ここに「TCL通信2008年冬
号」をお届けいたします。
当第2四半期の連結業績につきましては、売上高は7,308百万円、営業損失は
126百万円、経常損失は180百万円となり、四半期純損失として215百万円を
計上することとなりました。厳しい経営環境のもとで不本意な結果となりま
したことを深くお詫びいたしますと同時に、株主のみなさまのご期待に沿え
るよう早期の業績回復のため全力を尽くしてまいりますので、今後ともどう
ぞよろしくお願い申し上げます。

社長インタビュー

電子部品事業では、主力のモリブデン

電極および溶接品については性能に対す

る高い評価を背景に売上を維持し、また

コスト削減の結果、利益も確保すること

ができました。半導体部品に関してもほ

ぼ計画通りに推移した結果、売上、利益

ともに前年同期を上回ることができまし

た後者は第4四半期より評価を開始し、

来期には市場への投入を計画しており

ます。またこれら新製品を含め、現在

の事業分野の見直しおよび再編を進め、

強固な企業基盤の構築に努めてまいり

ます。

それに伴う人材教育も2年目に入りま

したが、本年度は対象を管理職から一

般社員に大きく広げ、またハードスキ

ル中心のものからソフトスキルの部分

も充実させたものにしてまいります。

冒頭でも申し上げましたが、当第2四

半期に関して不本意なご報告を申し上

げなければならない状況について、改

めて心よりお詫び申し上げます。また

業績、配当予想の下方修正につきまし

ても重ねてお詫び申し上げます。業績

の回復に向けては社員、役員一丸とな

って取り組んでまいる所存ですので、

今後ともより一層のご指導ご鞭撻を賜

りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長

大久保 尚武

た。しかしながら、下期にかけては、パ

ネルメーカーの在庫調整に伴う生産調整

が厳しく、CCFL（冷陰極蛍光管）の受

注が全体で大きく落ち込むと予想されて

おります。又、コストの観点から、モリ

ブデン電極からニッケル電極への転換も

一部で行われております。当社としては、

この厳しい状況の中でも、モリブデン電

極の大きなメリットである長寿命・熱放

出を前面に出し、拡販をしていきたいと

考えております。

プローブカード事業では、半導体業界

が非常に厳しい状況に置かれている影響

を大きく受け、第2四半期に入ってから

売上、収益ともに急激に縮小した結果と

なりました。また、状況を打開するため

の先端製品である、アドバンスト・プロ

ーブカードの開発も最終段階となってい

るため、これらの費用もコスト増の一因

となりました。しかしながら、現在の状

況は短期間で市場が回復することは期待

しがたい状況であり、できるだけ早く先

端製品を市場に投入することにより、現

在の市場の中で業績を回復していきたい

と考えております。

ATE事業については主力の非接触型

OSテスター『エルダスプラス』が、韓国

および日本において受注が順調に進み売

上に貢献しました。今後については2010

年には回復するものと考えていますが、

2009年は投資の谷間となることが予想さ

れ、やや苦戦が懸念されますが『エルダ

スプラス』以外の製品ラインナップを充

実させていくことにより、業績を向上さ

せていきたいと考えております。

OVIS事業については、今年度よりほ

ぼゼロからのスタートだったこともあ

り、時間的な制約の中で当第2四半期ま

でに受注にこぎつけるには非常にむずか

しい部分もありました。そのような中で

精力的に営業活動を進めた結果、多くの

引き合いをいただくことができ受注確定

に至る案件も少なくない状況となってお

ります。好調の理由は当社の装置の生産

性の良さが認められ、メーカーのコスト

削減にメリットをもたらす点が評価され

たということで、今後も引き続き拡販に

努めてまいりたいと考えております。

現在の景気低迷は短期間で急速に回

復するとは考えられないものであり、

短期的にできることは限られておりま

すが、全社的に徹底的な経費削減を進

め業績の改善を図ってまいります。

中長期的には、PYROID HT（高熱伝

導性カーボン素材）を使用した新製品

の開発やMEMS技術を使った最先端の

プローブカードの開発を精力的に進め

てまいります。前者は米国ミンテック

社との共同開発により、高付加価値製

品として、来期からは大きく売上・利

益に寄与できると考えております。ま

世界的な景気減退の影響を受け
た、電子・電気業界の低迷の直
撃を受けることとなりました。

高付加価値企業を目指して、
厳しい目でコスト削減および
事業分野の見直しを進めてま
いります。 社員、役員一丸となって、業

績の回復に向けて全精力を傾
けて取り組んでまいります。



売上高 （単位：百万円） 
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四半期（当期）純利益 （単位：百万円） 
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純資産 （単位：百万円） 

2005/3

7,404
7,899

8,831 8,688
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総資産 （単位：百万円） 
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15,505

17,681 17,861 17,948

事業別売上高 （当第2四半期／単位：百万円） 

通期 第2四半期 通期 第2四半期 

通期 第2四半期 通期 第2四半期 通期 第2四半期 

5,602 5,709
6,606 7,336

プローブカード事業 

34.5%
2,526

ATE事業 

10.3%
751

OVIS事業 

9.7%
708

電子部品事業 

45.5%
3,323
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2008年度第2四半期の概況

当第2四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、米
国発の金融不安を背景にした株安・円高、原油価格の高止
まり、また、原材料高による収益圧迫が続き、引き続き強
い不透明にさらされており、景気の落ち込みが一段と鮮明
になってきました。
電気・電子業界におきましては、薄型テレビの急速な普

及を追い風に需要が大きく伸びてきてはいるものの、米国
発の金融の混乱を受け、米景気が減速し、テレビ需要が鈍
化し、価格競争が一段と激しくなってきています。
このような状況のもと、当社グループは、取引先からの

厳しいコストダウンの要求にもかかわらず、利益を確保す
るため原価低減に努め、電子部品事業は当初の計画を達成

し、利益を確保しましたが、プローブカード事業が市場の
成長鈍化の影響を受けて売上が計画より大きく減少し、グ
ループ全体の利益を確保できない形となりました。
この結果、当第2四半期連結累計期間における当社グル

ープの経営成績につきましては、売上高は7,308百万円、営
業損失は126百万円、経常損失は180百万円、四半期純損失
として215百万円を計上することとなりました。
また、通期の業績については、電子部品事業におけるパ

ネルメーカーの価格重視戦略、プローブカード事業におい
ては、半導体市場の低迷が続くと予想され、そのための施
策を講じていますが、売上高及び収益ともに、当初の計画
を下方に修正することとなりました。

連結決算概要

（単位：千円）四半期連結貸借対照表（要旨）

資産の部

流動資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資産合計

11,923,154

6,025,688

3,845,432

280,799

1,899,456

17,948,843

11,443,446

5,770,620

3,671,897

252,509

1,846,213

17,214,066

科　　目 当第2四半期
2008年9月30日現在

前　期
2008年3月31日現在

（単位：千円）

負債の部
流動負債
固定負債
負債合計
純資産の部
株主資本
資本金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
新株予約権
純資産合計
負債・純資産合計

7,766,819
1,493,027
9,259,847

8,624,504
2,323,105
2,984,214
3,389,717

△ 72,532
64,491
29,834
34,656

－
8,688,995
17,948,843

6,979,964
1,795,882
8,775,846

8,385,099
2,323,105
2,984,214
3,150,312

△ 72,532
52,080
26,277
25,803
1,040

8,438,220
17,214,066

科　　目 当第2四半期
2008年9月30日現在

前　期
2008年3月31日現在

（単位：千円）

売上高
売上原価
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
特別利益
特別損失
税金等調整前四半期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主損益
四半期純利益

7,308,826
5,556,709
1,878,314
△ 126,197

39,119
93,284

△ 180,363
3,365
46,583

△ 223,581
82,021

△ 90,077
－

△ 215,525

科　　目
当第2四半期
2008年4月 1日から
2008年9月30日まで

四半期連結損益計算書（要旨） （単位：千円）

売上高
売上原価
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
特別利益
特別損失
税金等調整前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主損益
中間純利益

7,336,905
5,230,880
1,782,092
323,932
83,980
68,107
339,805
1,176

119,732
221,249
215,860

△ 1,908
△ 46,509

53,807

科　　目
前第2四半期
2007年4月 1日から
2007年9月30日まで

中間連結損益計算書（要旨）
〈ご参考〉

当期から金融商品取引法に基

づく四半期報告制度が導入され

たことにより、表記内容が変更

されていますが、当冊子では株

主様の利便性を考慮し、以下を

取り決めて表記しています。

■収益関連数値については、期

初からの「累計値」を用いて

います。

■当四半期の財務情報と前年

同期の財務情報とでは会計

基準や用語表現などが異な

ります。しかし前年と比較し

やすいよう、主要数値につい

ては「ご参考値」として併記

しています。その際、前年同

期（中間期）については「前第

2四半期」と記述しています。

当冊子の表記について
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2008年10月29日から30日まで、パシフィコ横浜を会

場に「FPD International 2008」が開催されました。当

社ブースでは、ATE事業部およびOVIS事業部が共同で

展示を行いました。ATE事業では主力製品であるLCD

用非接触型OSテストシステム（商品名：エルダスプラ

ス）のCGによる紹介のほか、LTPS/OLED向けアレイ

プローバーや点灯検査機向けプローブユニットなどを

紹介しました。またOVIS事業では独自開発アルゴリズ

ムによるパネルおよび各種フィルム自動検査システム

のパネル展示のほか、レーザー技術を活かした液体粘

度測定装置の実機を展示しました。

どちらも多くの来場者を迎え、当社製品を強くアピ

ールすると同時に、当社の持つ技術力に対してたくさ

んの評価の声をいただくことができ、成功のうちに終

了いたしました。

「FPD International 2008」に出展

実機の展示などを行い、当社の技術力を
アピールしました。

大久保　利次郎

大久保　國　子

株式会社三菱東京UFJ銀行

第一生命保険相互会社

大久保　尚　武

大久保　芳　枝

大久保　有　希

藤　代　弘

エイチエスビーシーバンクピーエルシー

クライアンツノンタックストリーティ

株式会社東京カソード研究所

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

大　株　主

453
281
210
200
190
156
109
100

65

63

7.86
4.88
3.64
3.47
3.29
2.72
1.89
1.73

1.12

1.10

千株 ％

株主名 持 株 数 出資比率

15,789,800株
5,767,268株

3,979名

商 　 　 号
（ 英 文 社 名 ）
創 　 　 立
設 　 　 立
資 本 金
従 業 員 数
事 業 内 容

加 入 団 体 名
役 　 　 員
（2 0 0 8 年 9 月 3 0 日 現 在）

株式会社東京カソード研究所
（TOKYO CATHODE LABORATORY CO., LTD.）
1950年5月
1953年4月（有限会社）
23億2,310万5,195円
259名（2008年9月30日現在）
●電子部品部門
CRT用部品（カソード、ヒーター他）、高品位カソード、バックライト用電極等

●プローブカード部門
カンチレバー型プローブカード、コブラプローブカード等

●装置部門
FPD関連アレイ工程検査装置および画像処理検査装置等

日本半導体製造装置協会

会社概要

大久保　利次郎
大久保　尚　武
安　部　英　夫
矢　野　豊　年
野　上　美　郎
山　中　英　嗣
後　藤　人　三
臼　田　浩　義
福　村　久　夫

株式の状況（2008年9月30日現在）

代表取締役会長
代表取締役社長
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
社 外 取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役

単体決算概要

（単位：千円）四半期貸借対照表（要旨）

資産の部

流動資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資産合計

10,097,413

6,044,029

2,251,033

247,894

3,545,101

16,141,443

9,919,411

5,737,601

2,174,484

234,073

3,329,043

15,657,012

科　　目 当第2四半期
2008年9月30日現在

前　期
2008年3月31日現在

（単位：千円）

負債の部

流動負債

固定負債

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

新株予約権

純資産合計

負債・純資産合計

7,499,325

1,135,028

8,634,353

7,477,303

2,323,105

2,984,214

2,242,517

△ 72,532

29,785

29,785

－

7,507,089

16,141,443

7,035,886

1,405,691

8,441,578

7,188,112

2,323,105

2,984,214

1,953,325

△ 72,532

26,281

26,281

1,040

7,215,434

15,657,012

科　　目 当第2四半期
2008年9月30日現在

前　期
2008年3月31日現在

（単位：千円）

売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前四半期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

四半期純利益

6,690,810

5,445,453

1,567,303

△ 321,945

119,702

46,883

△ 249,126

2,539

21,361

△ 267,948

△ 5,165

△ 59,144

△ 203,639

科　　目
当第2四半期
2008年4月 1日から
2008年9月30日まで

四半期損益計算書（要旨） （単位：千円）

売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間純利益

6,599,041

5,041,353

1,344,255

213,433

89,257

41,110

261,580

402

266,474

△ 4,491

100,734

△ 90,846

△ 14,379

科　　目
前第2四半期
2007年4月 1日から
2007年9月30日まで

中間損益計算書（要旨）
〈ご参考〉


